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学習指導要領の趣旨を踏まえた取り組みは、格差を縮小する可能性

• 「主体的・対話的で深い学び」に取り組んだと考える児童生徒ほど、各教科の
正答率や挑戦心・自己有用感・幸福感等が高く、自分で学び方を考えて工夫し

ている。

• 低いSES（社会経済的背景）でも「主体的・対話的で深い学び」に取り組んだ児
童生徒は、高いSESで取り組めていないものよりも各教科の正答率が高い。

• 「個別最適な学び」と「協働的な学び」の両方に取り組んだ児童生徒グループ
は、他のグループに比べて、各教科の正当率や授業の理解度・挑戦心・自己有

用感・幸福感が高い。
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国内調査から①
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国内調査から②

学習指導要領の趣旨を踏まえた取り組みは、格差を縮小する可能性

＜文部科学省が研究を委託した追加分析＞

「主体的・対話的で深い学び」は「学校に行くのは楽しい」「自分にはよ

いところがある」といった自己有用感と高い相関。またその係数はＳＥＳや学

力を統制しても変化しないことが示されている。

⇒ＳＥＳや学力が深刻な交絡因子となっている（結局裕福で学力の高い層が授

業も積極的で、自己有用感も高い）可能性は低く、どの層にも主体的・対話的

で深い学びがポジティブな影響を与えることが示唆。
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OECD生徒の学習到達度調査（PISA)から①
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OECD生徒の学習到達度調査（PISA)から②

数学的リテラシーの平均得点が高い国の中では、日本は、国内の「社会経済
文化的背景」（ESCS）水準別に見た場合、生徒間の数学的リテラシーの得点
差が小さい国の一つである。
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教育勧告の「指導原則」と現在の議論との関係性

• 原則の要素については、学習指導要領の基本的方向性や各々の教科等

にちりばめられている。

• 発達段階に応じて、教育からの働きかけを行う条件は準備されている。

• とりわけ、包摂性、社会的公正の実現、学習の主体者の育成という点

からは、学校の機能を強化する議論がなされている。
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